
令和４年度　第３回　中部地方整備局事業評価監視委員会　報告案件一覧

■再評価

番号
事業名
（箇所名）

実施箇所 事業期間等
総事業費（億円）
上段：前回評価時
下段：現時点

事業を巡る社会経済情勢等の
変化

主な事業の進捗状況 主な事業の進捗の見込み
コスト縮減や

代替案等の可能性
流域委員会等
の審議結果

1
安倍川直轄
河川改修事業

静岡県静岡市
平成20年度
～令和19年度

約232億円
約247億円

近年、流域内の人口は、減少傾向、
世帯数は増加傾向となっている。
流域は、静岡県の県庁所在地であ
る静岡市街地が発達し、東名高速
道路やJR東海道新幹線等、日本経
済の基盤をなす重要交通網が集中
しており、平成24年度には、新東名
高速道路の供用開始もされ、一層
の経済活動等が見込まれている。

安倍川では、昭和54年10月洪水を
安全に流下させるため、堤防整備・
堤防強化を重点的に進めており、
河川整備計画に計上されている事
業の進捗率は事業費ベースで約
77％である。

安倍川では、先行して実施している
堤防整備や堤防強化や水制対策に
続き、流下能力が不足する箇所の
河道掘削について、関係者と十分
な連携・調整を図りながら実施す
る。
令和4年度には、下川原地区、安倍
口地区等において、築堤・高水敷整
備（低水護岸）・河道掘削を行ってい
る。

【コスト縮減】
　事業実施の各段階において、工
法の工夫や新技術の採用及び河道
掘削による発生土砂を高水敷整
備、海岸養浜等に活用することで残
土処分場への運搬・処分費を縮減
する他、河道掘削では関係機関と
の連携を図るなど、積極的なコスト
縮減に努める。
【代替案立案】
　河川整備計画は、策定時点の流
域における社会経済状況、自然環
境の状況、河道状況を踏まえて策
定したものであり、河川整備計画策
定以降、流域における社会経済状
況が大きく変化していないことから、
河川整備計画における河川改修最
も妥当であると考える。

【事業全体】
総便益Ｂ：7,801億円
総費用Ｃ：297億円
Ｂ／Ｃ＝26.3

【事業全体】
総便益Ｂ：7,150億円
総費用Ｃ：384億円
Ｂ／Ｃ＝18.6

【残事業】
総便益Ｂ：1,400億円
総費用Ｃ：111億円
Ｂ／Ｃ＝12.6

【残事業】
総便益Ｂ：1,581億円
総費用Ｃ：50億円
Ｂ／Ｃ＝31.4

継続

2
大井川直轄
河川改修事業

静岡県島田市、
藤枝市、
焼津市、吉田町

平成23年度
～令和22年度

約138億円
約152億円

流域内市町の人口は減少傾向と
なっており、世帯数は増加傾向と
なっている。
流域は、製薬、化学、食品加工業の
工場が多く立地し、東名高速道路や
JR東海道新幹線等、日本経済の基
盤をなす重要交通網が集中してお
り、平成24年度には、新東名高速道
路の供用開始もされ、一層の経済
活動等が見込まれている。

大井川では、基準地点の神座で年
超過確率1/50に相当する流量を安
全に流下させるため、河道拡幅、低
水護岸整備を重点的に進めてお
り、河川整備計画に基づく事業の進
捗率は事業費ベースで81％程度で
ある。

大井川では、先行して実施している
堤防整備や堤防強化に続き、流下
能力が不足する箇所の河道掘削に
ついて、関係者と十分な連携・調整
を図りながら実施する。
令和4年度には、飯淵・川尻地区、
神座地区等において、築堤・低水護
岸・河道掘削を行っている。

【コスト縮減】
・事業実施の各段階において、工法
の工夫や新技術の採用などによる
コスト縮減や工期短縮等に努めま
す。
・河道掘削により発生した土砂につ
いては、関係機関との連携を図るな
ど、積極的なコスト縮減に努めま
す。

【代替案立案】
・河川整備計画は、策定時点の流
域における社会経済状況、自然環
境の状況、河道状況を踏まえて策
定したものであり、河川整備計画策
定以降、流域における社会経済状
況が大きく変化していないことから、
河川整備計画における河川改修が
最も妥当であると考えます。

【事業全体】
総便益Ｂ：2.020億円
総費用Ｃ：143億円
Ｂ／Ｃ＝14.1

【事業全体】
総便益Ｂ：3,031億円
総費用Ｃ：196億円
Ｂ／Ｃ＝15.4

【残事業】
総便益Ｂ：1,859億円
総費用Ｃ：68億円
Ｂ／Ｃ＝27.3

【残事業】
総便益Ｂ：2,374億円
総費用Ｃ：32億円
Ｂ／Ｃ＝74.8

継続

3
豊川直轄

河川改修事業
愛知県豊橋市、
豊川市、新城市

平成13年度
～令和16年度

約339億円
約339億円

・流域市町人口(3市１町)は約59万
人です。人口は整備計画が策定さ
れた平成13年以降ほぼ横ばいであ
り、世帯数は増加傾向にあります。
・豊川の浸水想定区域内は、高速
道路及び主要国道、新幹線等の重
要交通網が整備され、治水上重要
な地域となっています。

・河川整備計画策定以降、流下能
力が低い箇所の治水安全度を早期
に向上させるため、河道掘削等を実
施しています。河川整備計画に基づ
く事業の進捗率は、事業費ベースで
46％程度となっています。
・平成30年度から令和4年度まで
に、霞堤対策（地質、設計、用地）な
どを実施しました。残事業について
は、引き続き、地元や関係機関と調
整を行い、実施します。

・地元や関係機関と調整を行いつ
つ、各霞堤対策等を実施します。
・平成最大の平成23年9月洪水が再
来しても、外水氾濫しない※高さの
霞小堤を設置します。
※残事業及び設楽ダム建設完了後

【コスト縮減の可能性】
・事業実施の各段階において、新技
術・新工法の採用等によりコスト縮
減に努めます。
・河道掘削による建設発生土は関
係機関における水防災等への整備
活用、河口部干潟造成に活用する
ことでコスト縮減を図ります。

【代替案立案の可能性】
・河川整備計画は、策定時点の流
域における社会経済状況、自然環
境の状況、河道状況を踏まえて策
定したものです。
・河川整備計画策定以降、流域に
おける社会経済状況等が大きく変
化していないことから、河川整備計
画における河川改修が最も適切で
あると考えます。

【事業全体】
総便益Ｂ：3,114億円
総費用Ｃ：363億円
Ｂ／Ｃ＝8.6

【事業全体】
総便益Ｂ：4,095億円
総費用Ｃ：479億円
Ｂ／Ｃ＝8.5

【残事業】
総便益Ｂ：296億円
総費用Ｃ：176億円
Ｂ／Ｃ＝1.7

【残事業】
総便益Ｂ：262億円
総費用Ｃ：144億円
Ｂ／Ｃ＝1.8

継続

事業の投資効率性
上段：前回評価時
下段：現時点

資料８



番号
事業名
（箇所名）

実施箇所 事業期間等
総事業費（億円）
上段：前回評価時
下段：現時点

事業を巡る社会経済情勢等の
変化

主な事業の進捗状況 主な事業の進捗の見込み
コスト縮減や

代替案等の可能性
流域委員会等
の審議結果

事業の投資効率性
上段：前回評価時
下段：現時点

4
雲出川直轄
河川改修事業

三重県津市、
松阪市

平成27年度
～令和26年度

約304億円
約304億円

・人口は、流域で概ね横ばいの状況
にある。また、伊勢自動車道、国道
23号、国道165号、近鉄大阪線、近
鉄名古屋線、JR名松線など、この
地方の根幹をなす交通網がある。
・津市臨海部には工業団地が立地
するとともに、三重県の進めるクリ
スタルバレー構想に伴い、津市久居
地区の「ニューファクトリーひさい工
業団地」への企業誘致を進めるな
ど、今後も発展が期待される地域で
ある。

・堤防整備、河道掘削、樹木伐採、
護岸整備を重点的に進めており、
河川整備計画（平成26年11月策定）
に基づく事業の進捗率は、事業費
ベースで38％程度となっている。
（参考：前回評価時の事業進捗率
12％程度）

・右岸赤川地区・其村地区において
は、無堤部の暫定嵩上げ、赤川水
門・其村樋門の整備を実施する。
・左岸牧地区・小戸木地区において
は、現在の遊水機能を生かした洪
水調節施設として遊水地の整備を
実施する。
・中村川においては、著しく治水上
の支障となる橋梁や堰について、改
築・補強等の対策を実施する。
・関係機関、地元関係者、施設管理
者と十分な協議・連携を図り、事業
を実施していく。

【コスト縮減】
・事業実施の各段階において、工法
の工夫や新技術等の採用等によ
り、コスト縮減に努める。

【代替案立案】
・河川整備計画は、策定時点の流
域における社会経済状況、自然環
境の状況、河道状況を踏まえて策
定したものであり、今回の評価で
は、事業を巡る社会経済情勢等に
大きな変化はなく、また、事業の投
資効果、進捗状況に問題はないた
め、現時点においても、河川整備計
画における河川改修が最も適切で
あると考える。

【事業全体】
総便益Ｂ：3,166億円
総費用Ｃ：220億円
Ｂ／Ｃ＝14.4

【事業全体】
総便益Ｂ：6,148億円
総費用Ｃ：259億円
Ｂ／Ｃ＝23.7

【残事業】
総便益Ｂ：－
総費用Ｃ：－
Ｂ／Ｃ＝－

【残事業】
総便益Ｂ：847億円
総費用Ｃ：119億円
Ｂ／Ｃ＝7.1

継続

■事後評価

番号
事業名
（箇所名）

実施箇所 事業期間等
総事業費（億円）

完了時
事業の効果の発現状況

事業実施による環境の変化
社会経済情勢の変化

費用対効果分析
上段：前回評価時
下段：現時点

今後の事後評価の必要性 改善措置の必要性
同種事業の計画・調
査のあり方や事業評
価手法の見直し

流域委員会等
の審議結果

1

【前回（再評価）】
総便益Ｂ：159億円
総費用Ｃ：62億円
Ｂ／Ｃ＝2.6

【今回（事後評価）】
総便益Ｂ：172億円
総費用Ｃ：68億円
Ｂ／Ｃ＝2.5

事業効果の発現状況から、現時点
では再度の事後評価の必要性はな
い。

事業効果の発現状況か
ら、改善措置の必要性
はない。

当該事業の事業評価手
法は妥当と考え、現時
点での見直しの必要性
はない。

【事業実施による環境の変化】
（西鹿島水辺整備）
・花火大会などイベントの場として活
発に利用されている。また、河川敷
は、スポーツ、レクリレーションの場
としても利用されている。
（磐田水辺整備）
・整備区間においてマラソンやサイ
クリング大会などのイベントが活発
に行われており、かわまちとのネッ
トワーク化が図られたことで、日常
の生活道、憩いの場として利用され
ている。
（河輪水辺整備）
・水辺へのアクセスが向上したこと
により、高水敷が少年サッカーや地
元ロータリークラブのグランドゴルフ
などで利用されている。
・せせらぎ・ワンド、散策路等の整備
により、地元小学校の環境学習の
場（水辺の学校）として利用されて
いる。
（天竜川自然再生）
・事業完了後において礫河原が維
持されている。
・自然再生事業の実施後、ツツザキ
ヤマジノギクやイカルチドリ、カワラ
バッタなど河原固有種の生息・生育
が確認されている。

【社会経済情勢の変化】
・受益範囲全体の人口は、平成17
年以降横ばいで推移しており、世帯
数は年々増加傾向にある。
・流域では環境保全や環境学習な
どによる継続的な住民の活動や河
川協力団体など地元の団体による
シンポジウムが開催されるなど、河
川環境に対する住民の意識は高
い。

【水辺整備事業】
（西鹿島水辺整備　他２件）
・堤防傾斜が急なため、安全性も考
慮して傾斜を緩やかにしたことで、
堤防法面等が利活用しやすくなり、
花火大会などイベントの場として活
発に利用されている。
・本地区の河川敷は、スポーツ・レク
リエーションの場となる拠点として利
活用が期待されている。
・また、環境学習の場等として活用
されている。　等
【自然再生事業】
（天竜川自然再生）
・礫河原が再生され、河原植物の群
落が拡大・維持されている。
・礫河原の環境を利用するイカルチ
ドリやコチドリ、カワラバッタなどの
生息を確認している。
・市民団体や地域住民と協働による
希少種の保護活動や外来植物駆除
が継続している。

約35億円
平成17年度
　～令和3年度

静岡県浜松市、
磐田市
長野県伊那市、
喬木村、高森
町、松川町、豊
丘村、駒ヶ根市、
宮田村、中川
村、飯島町、飯
田市

天竜川総合水系
環境整備事業

了承


